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4.おわりに
1。 は じ め に
本稿 は、買入暖簾(Uに 係 る減損 の構成要素 を明 らかにす るこ とを主 た る目的 とす るもので
ある。買入暖簾の減 損に関係す る会計基準 と して は、米国財務会計基準審議会(FASB)か ら
公表 されている財 務会計基準書 第141;;「企業結合 」(以 卜、SFAS14tとい う)お よび同142
号 「暖簾お よびその他 の無形 資産」(以r、SFAS142とい う)を 取 り上 げる。
sFasl4zにおいて、買入暖簾の減損 は、「買入暖簾 を含む レポ ーテ ィングユニ ッ ト(report-
ingunit)の帳 簿価額」 が 「当該 レt一 テ ィングユニ ッ トの公 正価値」 を 上回 り、かつ 、「買
人暖簾の帳簿価額.1が 「当該 暖簾の推定公正価値(impliedfairvalue)」を上回 る場合に認識
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され、それと同時にその差額 として測定されるものである。 しか しながら、そのような.手法
を用いることにより測定 された買人暖簾の減損の中には、暖簾の減損たる性格を有 している
といえないようなさまざまな構成要素が含まれており、そのような構成要素を買入暖簾の減
損として一...・括 して認.識してしまうことは問題であるように思われる。そこで、本稿では、買
入暖簾に係 る減損 に含まれる可能性のあるできるだけ全ての構成要素を洗い出 し、各構成要
素に係 る.会計学的性格およびそれらに適用すべき会計処理方法を検討 していくことを試みた
いと.考えている。
そもそも、買入暖簾の減損の中に、暖簾の減損とはいえないような構成要素が含まれ る主
たる原因 としては、買入暖簾の認識蒔点において、当該暖簾の中に、超過収益力たる本質的
な暖簾 としての性格 を有 さないような複数の構成要素が含 まれてしまっているという点が挙
げられる。
買入暖簾は、企業結合時に 「結合企業が決定した被結合企業の取得原価」が 「被結合企業
の取得資産(公 正価値)か らその引継負債(公 正価値)を 差 し引いた純資産額」を超過 した
場合に、その差額 として認識 されるものであるが、その構成要素は、主に、「被結合企業に存
在する既存の暖簾」、「企業結合によるシナジー効果」、「結合企業によるオーバーペイメン ト」
および 「取得原価 に含まれる直接原価」という4つの構成要素に分解 される(本 稿ではこれ
らを 「買入暖簾本来の構成要素」という).さらに、それ らに加えて、測定上の誤.差ない しは
i..uに起因して、「キャピタルゲイン」および 「未認識の資産」が買入暖簾の構成要素と して
混入して しまう可能性 も拭い去れない(本 稿ではこれ らを 「測定上の誤差もしくは誤謬に起
nし て買.入暖簾に含まれる構成要素」という)。
このような構成要素のうち、超過収益力という本質的な暖簾たる性格を有するものは、「被
結合企業に存在する既存の暖簾」および 「.企業結合によるシナジー.・効果」のみであり、それ以
外の構成要素は本質的な暖簾たる性格を有するものとはいえない、,このように、買人暖簾の中
には本質的に暖簾とはいえないような複数の構成要素が.含まれており、そのような構成要素が
買入暖簾に係る減損に大きな影響を及ぼしているように思われる。そこで、本稿ではまず.、米
国における現行基準の.下で認識 される買入暖簾の構成要素を、その測定 上の誤差ないしは誤謬
に起nす るものをも含めて詳細に分析していく。そのFで 、そのような構成要素を手がかりと
して、買人暖簾に係る減損に含まれる可能性のある構成要素を洗い出し、各構成要素に係 る会
計学的性格およびそれらに適用すべき会計処理方法 を検討 していくつもりである。
2.買入暖簾の構成要素およびその会計学的性格
本 節では、米国 における現行基準SFAS141の..ドで 、買.入暖簾 は どの ように認識 され る もの
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であるか、また、そのように認識 された買入暖簾 はいかなる構成要素に分解 されるものであ
るかに関する検討 を行う。買入暖簾の構成要素としては、買人暖簾本来の構成要素に加え、
測定⊥の誤差ない しは誤謬の存在 も指摘す る。さらに、それ らの各構成要素を詳細に分析す
ることにより、それらが会計学的にいかなる性格 を有 し、いかなる会計処理方Ykを適用すべ
きものであるかについての考察を加え、同時に、本質的な暖簾たる性格を有する構成要素を
浮 き彫 りにしていく。
(1)買入暖簾の認識 とその構成要素
① 買入暖簾の構成要素
買入暖簾は、企業結合時に 「結合企業 ω が決定した被結合企業の取得原価」が 「被結合企
業の取得資産(公 正価値)か らその引継負債(公 正価値〉を差 し引いた純資産額」を超過 し
た場合に、その差額として認識 される無形資産である(s;。
このように認識された買入暖簾は、主に4つの構成要素、つ まり、「被結合企業に存在する
既存の暖簾」、「企業結合によるシナジー効果」、「結合企業によるオーバーベイメント」、およ
び 「取得原価に.含まれる直接原価」とい う構成要素 に分解 される。さらに、測定上の誤差な
いしは誤謬 として、「キャピタルゲイン.1および 「未認識の資産」が買入暖簾の構成要素とし
て混入してしまう可能性もある(d。
② 買入暖簾本来の構成要素
買.入暖簾をou、 測定する際に、測定Lの 誤差 もしくは誤謬が全く含まれないという理想
的な状態を想定 した場合、買入暖簾はf.に「被結.合企業 に存在する既存の暖簾」、「企業結An
によるシナジー効果」、「結合企業によるオーバマペイメン ト」、およびf取 得原価に含まれる
直接原価」という4つの構成要素に分解 される。
まず、買入暖簾に含まれる構成要素のうち、「被結合企業に存在する既存の暖簾」は、.....・般
的には 「ゴーイングコンサーン要素 〔:5)(goingconcernelement)」とよばれているものであり、
具体的には、「被結合企業内部で創設 された自己創設暖簾」および 「.被結合企業が過去の企業
結Anにより取得 した買入暖簾」のことを意味 している。これ らは雫として、綾結合企業1三お
ける純資産ぷ結かつぐととキ生cる 嵩し'、収益力を表すものであり(e)、買入暖簾本来の構成要
素となる(7;。
次に、「企業結合によるシナジー効果」とは、「結合.会社と被結合会社の純資産が結合する
ことにより生ずることが期待されるシナジー効果」のことを意味 している.これは主として、
被結合企業と結合企業ゐ純資産オ鵜 びつ ぐことで生 じる高い収益力を表すものであり、これ
もまた買入暖簾本来の構成要素となる(P:1。
さらに、r結合企業によるオーバーペイメン ト」は、競争入札、買収合戦により結合企業が
被結合企業に支払 う対価が当初の見積と比較 し過大 となってしまったような場合に生 じるもの
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であるが 〔9,、このような要因によって生ずる差額 もまた、買入暖簾に含まれることとなる(io:。
最後に、「取得原価に含 まれる直接原価」とは、具体的には、企業結合を行 うための斡旋料
および会計、法務もしくは技術的調査 または鑑定に関 して外部コンサルタントに支払った報
酬など、企業結合に付随的に生ずる追加的な費用を意妹 してい る。SFAS141では、結合企業
が被結台・企業の取得原価を決定する際に、このような追加的な費用を直接原価 として当該取
得原価の中に.含めるよう規定しており(--)、その結果、企業結合に付随して生ずる追加的な費
用が、買入暖簾の中に含まれてしまうこととなる。
③ 測定上の誤差もしくは誤謬に起因 して買入暖簾に含 まれる構成要素
実際の企業結合においては、上述 したように測定上の誤差 もしくは誤謬が全 く生 じないと
いうことはありえない。そこで、上述 した買入暖簾本来の構成要素に加え、「キャピタルゲイ
ン」および 「未認識の資産」 といった 「測定上の誤差 もしくは誤謬に起因 して買入暖簾に含
まれる構成要素」についても検討 していくこととしたい。
まず、「キャピタルゲイン」とは、「結合 日において、被結合企業の純資産の公正価値がそ
の簿価を超過する額」のことである 〔12〕。このように被結合企業の純資産の公正価値がその簿
価を超過するのは、特に、資産の公正価値がその簿価を超過しているような場合であり(13〕、
そのような公.正価値 と簿価 との差額が測定...ヒの誤差 として買入暖簾に含まれ ることとなる。
次に、「未認識の資産」 とは、「結合日において、被結合企業では認識 されていなかったそ
の他の純資産の公正価値」のことである(ia;。SEASi4iにおいては、契約 ・法的権利基準 もし
くは分離可能性基準 という要件 を満たす無形資産は、暖簾から分離 して個別に認識するよ
う規定されており(15:、そのような要件を満たす無形資産は、それが被結合企業において認識
されていない場合であったとしても、企業結合時において個別に認識するよう要求されてい
る(/67。「結合 日において被結合企業では認識されていなかったその他の純資産の公正価値」
とは、特 にそのような無形資産σ)公正価値のことを示 しており㈹ 、当該無形資産 も誤謬 とし
て、買入暖簾に含まれる可能性がある(19)。
以上、「買入暖簾本来の構成要素」 および 「測定上の誤差 もしくは誤謬に起因 して買人暖簾
に含 まれ る構成要素」をまとめると以.rの図1のとおりに示される。
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(2)買入暖簾本來の構成要素 に係 る会計学的性格
本項では、買人暖簾本来の構成要素をさらに詳細に分析することにより、各構成要素が暖
簾たる性格を有するものであるかに関して検討を行っていく。同時に、各構成要素の発生原
因に関 して分析 し、それらの構成要素に対していかなる会計処理方法を適用するべ きである
かという点についても検討を行 う。
① 被結合企業に存在する既存の暖簾
買人暖簾の中に.含まれ る構成要素のうち 「被結合企業に存在する既存の暖簾」とは、被結
合企業とおける純資産ぷ結びつぐ之と古生 〔)る高い収益力を表すものである(is;。このような
高い収益力は、暖簾の本質たる超過収益力(20;を意味するものであり、概念..r_、本質的な暖
簾に相当する構成要素であるといえる。そのため、当該構成要素は、企業結合時において買
入暖簾として認識 され るべきものであると考 えられる。なお、当該構成要素は、概念上本質
的な暖簾であるという意昧か ら 「コア暖簾(coregoodwill)〔";」ともよばれる。そこで、本
稿では以下 、買入暖簾のうちこのような本質的な暖簾たる性格 を有す る構成要素のことを
「コァ暖簾」ということとする。
② 企業結合によるシナジー効果
買入暖簾の中に含まれ る構成要素の うち 「企業結合によるシナジー効果」とは、被結合企
業と結合企業め純資産ぷ結びつぐととセ生 じる高い収益力を表すものである(zz;。このような
高い収益力は、先に述べた 「被結合企業に存在する既存の暖簾」と同様、暖簾の本質たる超
過収益力を意味するものであり、概念上、木質的な暖簾つまり 「コア暖簾」であるといえる。
よって、当該構成要素は企業結合時において買人暖簾として認識 されるべきものであると考
えられる。
③ 結合企業によるオーバーペイメント
買人暖簾の中に含まれる構成要素のうち 「結合企業によるオーバーペ.イメン ト」は、競争
入札や買収合戦により生じるものであるため、その本質は暖簾ではなく損失である ⑳ 。それ
ゆえ、当該構成要素 を買入暖簾 と分離 して、被結合企業における損失 として.会計処理するこ
とがもっともその性質に適合した方法であるといえる。
④ 取得原価に含まれる直接原価
買入暖簾の中に含 まれる構成要素のうち 「取得原価に含まれる直接原価」には、先述 した
とおり、企業結合を行 うための斡旋料および会計、法務もしくは技術的調査または鑑定に関
して外部コンサルタン トに支払 った報酬など、企業結合にfi随的に生ずる追加的な費用が該
当する、SFAS141がこのような追加的な費用を直接原価として取得凍価の中に含めるよう規
定 しているのは、全ての企業結合は等価交換取引であるとする.考えを重視 したためであると
思われる。 しかし、このような追加的な費用は、例 えば、結合企業が薯価交換自俸を判晦寺
る等を目的として支出するものであり、その本質は企業結合に付随する喪痢であると考えら
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れる。よって、このような費用は、直接原価として取得原価に.含める(ひいては買入暖簾に
含める)のではなく、その支出時に費吻として処理 されるべきであると思われる。
以上、SFAS141の.ドで認識される買入暖簾本来の構成要素の.会計学的性格および各構成要
素の性格に適合的な会計処理方法について検討 してきたわけであるが、それらをまとめ ると
以下の図2のとおりに示される。
【図2】買入暖簾本来の構成要素の会計学的性格およびあるべき会計処理方法
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(3)測定上の誤差 も しくは誤謬 に起 因 して買入暖簾 に含 まれる構成要素 に係 る
会計学的性格
次に、測定hの 誤差 もしくは誤謬に起因 して買入暖簾に.含まれる構成要素を詳細に.分析す
ることにより、各構成要素が暖簾たる性格を有するものであるかに関する検討を行ってい く.
同時に、各構成要素の発生原因に関して分析 し、それらの構成要素に対 していかなる会計処
理方法を適用するべきであるかという点についても検討を行う。
⑦ キャピタルゲイン
買.入暖簾の中に含まれる構成要素のうち 「キャピタルゲイン」とは、資産の公正価値 がそ
の簿価を超過 しているその差額のことであり、その本質は資産であるため、概念上、暖簾 と
はいえない。このようなキャピタルゲインつまり資産が買入暖簾の中に含まれてしまう原西
としては、制度上の問題に加えて測定一tの誤差という問題が考えられる。
つ まり.,現行の会計制度は取得原価f義 を原則とするものであり、一定の例外を除 き、基
本的に資産の時価評tは 許 されていない。そのため、現行制度の下では、資産の時価と簿価
とは乖離することとなる。その結果、:企業結合口において、被結合企業における資産の公正
価値tzx;がその簿価を超過するような事態が生ずることとなる。
ただし、米国における現行基準の下では、企業結合に対 してパーチェス法による会計処理
が適用 されるため、資産がその公正価値 により適正に測定 されると、そのようなキャピタル
ゲインが測定上の誤差として買入暖簾の中に混入するという事態が生じることはないはずで
ある。 しか し、企:業結合 日において資rの 公T価 値が適.Tに測定 されなければ、そのような
キャピタルゲインが買入暖簾の中に混人してしまうこととなる。
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このようなキャピタルゲインの本質は資産であるため、そ.の公正価値の測定を正確に行 う
ことにより、買入暖簾からそのような資産 〔25}を分離する必要がある。
② 未認識の資産
買入暖簾の中に含まれる構成要素のうち、「未認識の資産」 とは、結合 日に被結合企業にお
いて個別に認識 されていなかった契約 ・法約権利基準 もしくは分離可能性基準を満たす無形
資産のことであり、その本質は無形資産であるため、概念上暖簾といえるものではない。 こ
の よ.う.な無形資産が買人暖簾の中.に含まれてしまう原因としては、測定上の問題 とコストベ
ネフィットの問題に加えて誤謬という問題が考えられる(`zti;。
無形資産には、「外部から取得 した無形資産」と 「企業内部で創設 された無形資産(つ まり、
自己創設による無形資産)」とがあるが、とりわけ自己創設による無形資産は、その測定に信
頼性が確保できないという理由により、たとえ当該無形資産の測定が可能であり、かつ実際
に企業内部においてその測定が行われていたとしても、その認識が認められない場合が多い。
さらに、そのような無形資産 を個別に測定するためには多額のコス トがかかるという理由に
より、当該無形資産に対する測定すら行われない場合 もある。そのため、そのような無形資
産は企業結合 日時点で被結合企業において認識されていないことがほとんどである。そして、
そのような無形資産を、企業結合日において結合企業が適正に認識することができなければ、
それは誤謬として買入暖簾の中に混入してしまうこととなる。
先に述べたように、米国における現行基準では、企業結合時において被結合企業では認識
されていない無形資産であっても、契約 ・法的権利基準 もしくは分離.可能性基準を満たすな
らば暖簾から個別に分離、認識するよう規定 されている 吻 。そのため、今後は従来と比較 し、
そのような無形資産が暖簾に混人する割合 は減少することが期待 される 〔zx;。また、このよう
な無形資産に関 しては、近年その測定技術も向f_しており、暖簾から分離、認識することは
決 して不可能なことではないと思われる 劇。
以上、測定.ヒの誤差 もしくは誤謬に起因して買入暖簾に含まれる構成要素の会計学的性格
およびそのあるべき会計処理をまとめると以下の図3のとおりに示 される。
【図3)測定上の誤差もしくは誤謬に起因 して買入暖簾に含まれる構成要素
の会計学的性格およびあるべき会計処理
.　買:a:鍼 要:秦:1母 麹舗 漂..:….査:緯麟髄鋤髄るざ:絵纏覇曝
ゴ.-一r、.
キ ャ ピ タル ゲ イ ン 資産 資産に対して正確な公正価値測定を行う
未認識の資産 無形資産 個瑚の無形資産 として暖簾から分離、認識する
(4)買入暖簾の構成要素およびその会計学的性格 に関す る具体的検 討
本項では、簡.単な設例を用いて買入暖簾の認識およびその構成要素に関す る概要を、具体
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的な数値を用いて示すこととする。
① 買入暖簾の認識に関する具体的検討
設例1.一1では、2002年12月31.日にA社がB社を吸収合併 したと想定 し、当該合併に関する
諸条件を示 している。
【設例1-1】
(1)2002年12月si日、A社 は、 同 業他 社で あるB社 を吸 収 合併 した 。
(2)A社は 、 当該 合 併 の 対価 と して 、B社 株 主 に 対 して 、新 株 をioo株(1株:$10)で 発 行 した(全
額 を資 本 に組 み 入れ た もの とす る)。
(3)合併 直 前 にお け るB社 の 貸 借 対 照 表 の 内訳 は 、有 形 資 産$200、無形 資産$200および 資 本$400で
あ っ た(負 債 は存 在 せ ず、 資 本 勘 定 の 内訳 は 資 本 のみ とす る〉。 当該有 形 資産 お よび無 形 資産 の 耐
用 年 数 は5年(毎 期 均 等)、残 存 価 額 は ゼ ロで あ る。
(4)A社は、B社 合 併 に あ た り 、B社 にお け る有 形 資産 お よ び 無形 資 産 の 公正 価 値 を測 定 した。 その 結
果 、 当該 各 資産 の 公 正価 値 は その帳 簿 価 額 に 等 しい と判断 され た.
(5)A社は 、 当該 合 併 時 に お い て 、外 部 コ ンサル タ ン トに報 酬 と して現 金$100を支 払 っ た。 当該報 酬
は、A社 が外 部 コ ンサ ル タ ン トにB社 に 対 す る技 術的 調 査 を依 頼 した結 果 生 じた もの で あ る 。
(6)当初 、A社 は 、B社 の 企 業 価 値 を$800であ る との 見 積 をiwiして いた 。 しか し、 そ の後 、 同 業他 社
で あ るC社 がB社 合 併 を計 画 した ため 、A社 とC社 との 間 でB社 をめ ぐ る 買収 合 戦 が繰 り広 げ られ
た 。 その 結 果 、A社 に よ るB社 合 併 に 対す る支払 対 価 はE昇 し、$i,ooo(ioa株×$10)と な って
しまった 。
(7)A社は.A社 とB社 が 合 併す る こ と に よ り牛 ず る シ ナ ジ ・一・効 果 の価 値 は$400であ る との 見 積 を 出
して い る.そ の 価値 は 、 「支 払 対 価(v1 ,000)」か らB社 にお け る 「有 形 資産($200)1お よ び
「無 形 資産($200)」な らび に 「買 収 合 戦 に よ り{iRirりし た額(szoo)」を控 除 した.差額 に等 し
い 。
(8)A社は、 当該 合 併後 、 その よ うな シナ ジ 一ー効 果 を維持 す る ための 努 力 を しない もの とす る。
設例1-1を前提 として 、SFAS147の下 で買人暖簾 はどの よ うに認 識 され る もので あるかに
ついて確認 して いく。A社 ぱ、新株 を100株(1株:$10)発 行す ることによ りB社 を吸収合
併 してい る(全 額 資本組.入れ)。当該合併直前 におけるB社 の貸借対照表の内訳は、有形 資産
200、無形資産$200および資本$400であ り、有形 資産 お よび無形 資産 の公.正価値 は その
帳 簿価 額に等 しいと測定 されてい る。 また、A社 は外部 コンサ.ルタン トに報酬 と して$i⑪0を
支払 ってお り、当該金額はA社 によるB社 の取得原価算定 に含 まれ る。
そのため、当該合併 において、A社 が行 う仕訳 は以一.rの仕訳1-1・一1に示 したとお りとなる。
当該 合併において買入暖簾 は、.支払対価$1,000(100株×$10)に 外部 コンサル タ ン トへの
支払額$100を加 えて算出 され た取得原価$1,/0⑪か ら有形 資産$200および無形 資産$200を
控除 した差額$700として測定 され る。
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【仕 訳 宅団 一1ΣSFAS141の下 での 《社 にお けるB社 合併 時の仕訳
(借)有形資産
無形資産
買入暖簾
2W
200
700
(貸)資本
現金
/,000
toa
② 買入暖簾本来の構成要素に関する具体的検討
次に.、..設例1.一1を前提 として.、..買人暖簾本来.の構成要素に関す.る具.体的検討 を行 っていく。
まず、A社はB社 をめぐりC社 と買収.合戦を繰 り広げたため、当初の予定よりもB社合併
に対する支払対価が$200増加している。本来、当該増加額は、A社における損失として処理
されるべきものであると考えられる。なお、仕訳1-1-1において、当該増加分は買入暖簾に
含 まれており、買入暖簾の構成要素のうち、「オーバーペイメント」に相 当するものといえ
る。
次に、A社は当該合併において、外部 コンサルタン トに報酬として現金$100を支払 ってい
るが、当該報酬は、A社が外部コンサル タン トにB社 に対する技術的調査を依頼 した結果生
じたものであり、当該企業結合に伴い生 じた付随的な費用であるため、取得原価(ひ いては
買入暖簾〉に含められるのではなく、支出時において費用として処理 されるべきものである。
なお、企業結合によるシナジー効果$400は、買入暖簾の構成要素のうち、「コア暖簾Jに 相
当するものであり、買入暖簾として認識 されるべ きものである,
各構成要素を適切に処理 した場合 、A祉がB社 合併時に行うべ きであった仕訳は以下の と
おりである。
ζ仕訳1-1-zl「買入暖簾本来の構成要素」を適切に処理 した場合のA社における
B社合併時の仕訳
(i 有形資産
無形資産
一一 ト;..
(借)
20C
zoa
貸)旨資本
:.;霧示 哲碑 貸・
....i
現金
1,000
100
(注1)$700〔【仕 訳1-1-1】に お け る
買 入 暖簾)一$2GO(買収 合 戦 に よ る損
失)一$100(外部 コ ンサ ル タ ン トへ の
報 酬)斎$400=企業結.合によ る シナ ジ
ー 効果=コ ア暖 簾
(注2)費用 と して処 理 す る。
*網掛けの箇所は、仕訳i-i-1における買人暖簾を構成要素別に分解 した箇所である。
③ 測定上の誤差もしくは誤謬に起因 して買入暖簾に含 まれる構成要素に関する具体的検討
設例1-1に以..ドの設例1-2における諸条件 を追加することにより、測定...ヒの誤差 もしくは
誤謬に起因 して買入暖簾に.含まれる構.成要素について:貝体的に確認 していくことにする。
一12Y
買入暖簾に係る減損の構成要素
「?
??
?
??
1設例1-2】
A社 に お け る当 該合 併 にお け る 見積 に は 、以下 の よ うな測 定..1:の誤 差 も し くは誤 謬 が存 在 した。
(1)有形 資産 の 公 正価 値 は、$200では な く$300であっ た。
(2)B社に は.,貸借 対 照表 上 には認 識 され て い ない が 、契約 ・法 的 権利 基準 を満 たす 無 形 資産(広 告 主
名 簿)$100が存 在 す る。
(3)B社に は 、既 存 の 自己 創 設 に よ る暖簾$100が存 在 して い た,,
(4)A社とB社 が結 合 す る こ とに よ り生 ず る シナ ジー効 果 の価 値 は 、$400では な く$100であ った 。
(注.1)(1)一(4)にお け る有 形 資産 、.無形 資産(広 告 主 名簿)、B.社既 存 の 暖簾 お よび 結 合 に よ る シ ナ
ジ ー効 果 の耐 用 年 数 は5年(毎 期 均 等)、残 存 価額 は ゼ ロ で あ る。
(注2)B社 は 、 無 形資 産(広 告 主 名簿)、B社 既 存 の暖 簾 お よび結 合 に よ る シナ ジ ー効 果 を維 持す る た
めの 努 力 を しな い もの とす る。
設例1-1および設例1-2を前提 と して 、A社 がB社 合 併時 に行 うべ きで あった仕訳 を考 え
てみ たい。 なお、 この時点 においてA社 では仕訳1-1-2が行 われ ているこ とを前提 に検討 を
進め る。
まず、資産の公正価 値 は$300であるため、資産 は$200ではな く$300と仕訳 され るべ き
で ある。なお、仕訳1-i-zではこの差額$100は買入暖簾の 中に含 まれて お り、当該差額 は、
買入暖簾 の構成要素 の うち 「キャ ピタル ゲイン」 に椙 当す るもの とい える,,
次 に、被結n企 業B社 において認識 されてい なか った無形資産で ある広告主 名簿$100が存
在 している。 この広告 主名簿 ⑳ は、契約 ・法的権利基準 を満 たす無形資産 であるため、買入
暖簾 から分離 、認識 され るべ きもので ある。なお、仕訳1畦 一`Lでは、この広告主名簿 は買入暖
簾 に.含まれてお り、買人暖簾の構成要素の うち、「未認識の資産」 に相 当す るもの といえる。
なお、B社 既 存の暖簾$100および企業 結.合シナ ジー効果$100は、買入暖簾の構成要素 の
うち、「コア暖簾」 に相 当する ものであ り、買入暖簾 として[4CLIRiされ るべ きもので ある。
以上 、設例1-1お よび設例1-2を前提 と して、A杜 がB社 合併時 に行 うべ きであ った仕訳
は、以.ドの とお りで ある。
??
?
cRf訳毛一2】「測定上の誤差 もしくは誤謬に起因して買入暖簾に含 まれる構成要素」を
適切に処理 した場合のA社 におけるB社合餅時の仕訳
借 〉:海縁:雌:…1:1.=..ξ..=.}樋…
zoo
、.=1=...
(貸)資本 i,o
無形資産
.難離 欝;鱗i.;
;..・・纂.…1………撫 …
買収合戦による損失 …200
:}:.・.蘇:暖 簾:.1勲ジ.. 、.1;⑳
借) 外・・ンサ・タン・誉 、。。
の報酬
(貸)現金 100
(注1)広告 主 名簿 も無 形 資産 で は あ るが 、
この 仕 訳 で は説 明 上 、 無形 資 産 と区 別 し
て%r.して い る。
(注2)$400(【仕 訳1-1-2】に お け る買 入
暖 簾)一$100(有形 資産)一$1W(広 告主
名簿)=$2GO=B社 既 存 の暖 簾 十 企 業結
合 に よ る シナ ジ ー効 果=コ ア暖 簾
*網掛けの箇所は、仕訳1-1-2における買入暖簾を構成要素別に分解 した簡所である。
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3.買入暖簾に係 る減損の構成要素およびその会計学的性格
前節では、米国における現行基準SFAS141の..ドで認識される買入暖簾の構成要素に関する検
討を行った。その結果、買入暖簾の中には複数の構成要素が含まれており、そのような構成要
素の うち、暖簾たる性格を有するものはコァ暖簾に限られているということが確認された。
本節では、SFAS142の下で、買入暖簾に係る減損はいかなる乎法に.よっ.て認識、測定 され
るものであるのか、また、そのように認識、測定された買入暖簾に係る減損はどのような構
成要素を含むものであるのかとい う問題について検討 していく。
(1)買入 暖 簾 に 係 る減 損 の 認識 と測 定
買入暖簾 に係 る減損は、 「買入暖 簾を含む レt一 テ ィングユニ ッ ト(reportingunit>の帳 簿
価額」が 「当該 レポーテ ィングユニ ッ トの公正価値 」を上回 り、かつ 、「買入暖簾の帳簿価額」
が 「当該 暖簾 の推 定公正価値(impliedfairvalue)」を上回 る場合に認識 され、それ と同時 に
その差額 と して測定 される もので ある(S1。ここで、「買入暖簾 の推 定公正価値」 は、「(当該
暖簾 を含 む)レt一 テ ィングユニ ッ トの公正価値」 か ら 「認識 およか来誌識 の純 資産(当 該
暖簾 をの ぞ く〉(.i2)の公正価値」 を控除す ることに より測 定 され る 〔33)。なお、 レポ ーテ ィン
グユ ニ ッ トとは、事業 セ.グ.メン トとnじ またはそれ よ り1つ下の水準の ことをい う(34)
ここで、簡.単な設例 を用いて、SFAS142の..rでの買 入暖簾 に係 る減損 に関す る概 要 を、具
体 的な数値 を用 いて確認す ることに したい。 前節 における設例1-1に加 え、以下の設例z-iに
おけ る諸条件 を追加 す ることとす る(こ こで、設例1-2は考慮 に人れない)。なお、B社 合併
時 においてA社 が行 っている会 計処理 は、仕訳1-1-1であ ることを前提 とす る。
1設例2-1】
(1)A社に よ るB社 合 併 か ら1年 経 過 後 の2003%t…]2月31日、A社 で はB社 合 併 時 に認 識 され た買 人 暖
簾 に対 す る減 損 テ ス トが行 わ れ た 。
(2)A社に お いて 、 旧B社 は減 損 テ.ストを行 うた めの1 つーの レポー.一テ ィング.ユニ ッ トと され て い る。
(3)当該 レポ ーテ ィング ユ ニ ッ トの 帳簿 価 額 は$1.,100、公lE価植 は$680であ る。
(4)当該 レt一 テ ィ ングユ ニ ッ トに お け る有 形 資産 お よび 無形 資 産 の帳 簿 価 額*は それ ぞ れ$200'であ
る.ま た 、 当該 各 資 産 の 公 止 価 値 は 、 その 帳i`UlfiSf1に等 しい と測 定 され た(*設 例 を単純 化 す る
ため 、減 価償 却 は考慮 に 入れ て い な い)。
(5)当該 レポ ーテ ィング ユ ニ ッ トにお け る 買 入暖 簾 の帳 簿 価 額 は$700であ る。
設例2-1を前提 として、A社では買入暖簾に係る減損が認識、測定 され、以下のto訳2-1
が行われることとなる。買入暖簾に係 る減損認識の過程およびその測定に関す る算式は①か
ら④ に示 したとおりである、,
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【仕訳2-1】SFAS142の下 でのA社 における買入暖簾 に係 る減損
ζ仕訳】
(借).買人暖簾に係る減損420 (貸)買人暖簾420
【買人暖簾に係る減損に関する認識、測定の算式1*KU:
① 「RUの帳簿価額$1,100)〉「RUの公正価殖$680」
② 「.買入暖簾の帳簿価額$7QO」〉 「買人暖簾の推定公正価値X$280」→
の推定公正価値の算式は③)
③ 「RUの公.正価値$sso一 「有形資産(公 止価値)
「買入暖簾の推定公正価値$280」
レ ポ ー テ ィ ン グ ユ ニ ッ ト
減損の認識(*買 入Ps
$2〔}0」一 「無形 資産(公 止 価値)$200」 謳
④ 「買入暖簾の帳簿鞭$700」一 「買入麟 の推舩 正価10i$280」一$920一[魍
(2)買入暖簾に係 る減 損の構成要素 一 買入暖簾 本来の構成要素 を手 がか りと して一
次に、以上のように認識、測定 された買入暖簾に係る減損の中にいかなる構成要素が含 ま
れるかに関 して、買入暖簾本来の構成要素を手がか りとして検討を行っていく。
① 「コァ暖簾」に係る買入暖簾の減損
まず、買.入暖簾本来の構成要素のうち 「被結合企業に存在する既存の暖簾」および 「企業
結合により生 じるシナジー効果」つまり 「コア暖簾」に関す る検討を行う。ここで留意すべ
き点は、SFAS142において、買入暖簾は非償却 と規定 されているため、当該暖簾に対 しては
減損処理のみが行われ るという点である。このように買.人暖簾が非償却とされる理由として
は、当該暖簾は減価するものではないということが挙げられることが多い(35)
しかし、買入暖簾(厳 密にはコア暖簾)は 超過収益力を表す ものであり、そのような超過
収益力は実質的には競争の進展等により通'fi;は減価するものである、当該暖簾の超過収益力
が表面的に維持 されているようにみえるのは、結合企業による 「結.合後の追加投資や追加努
力」により、自己創設暖簾が計上されてい るためである。つまり、買入暖簾を非償却とする
ことは実質的に自己創設暖簾を計Fす ることにつ ながり、自己創設暖簾の計 トを禁止する現
行制度 と矛盾することとなって しまうの である(Y6]。さらに、買入暖簾 を非償却 とする
SFAS142の.下では、買収 を繰 り返すことにより成長する企業 と単独で成長する企業とを比較
した場合、買収を繰 り返すことにより成長する企業のみに白己創設暖簾が計上 されることと
なるため、会計情報の比較可能性が損なわれるという問題 も生 じる。それゆえ、買入暖簾に
Xiしては、減損処理のみならず減価償却 も行 うことがも.っとも妥当な.会計処理方法であると
思われる。
以上のような観点から、本稿では以..ド、買入暖簾(厳 密にはコア暖簾)は 時の経過に伴い
減価するものであるという立場に.ウ1脚して、コア暖簾の減油がいかにSFAS142のドで測定さ
れる買入暖簾に係 る減損に.含まれるかという点について検討していくこととする。
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コア暖簾が時の経過に伴い減価するものであるという見解に立脚すると、当該コア暖簾は
減価償却および減損処理の対象となるべきものということになるが、本来その結果として生
ずるはずの減価償却費および減損 はSFgS142の下では買入暖簾に係る減損に含まれて......・括 し
て認識 されることとなる。ただし、先述 したように、SFAS142の下では買入暖簾を非償却と
することにより自己創設暖簾が計上 されるため、コア暖簾の減価償却費に相当するはずであ
る減価部分が買入暖簾に係る減損 として表面化するのは、主に、「結合企業による買入暖簾維
持.に対.する追加投資や追加努力がなかったよ.うな場合」.、...も.しく .は、.「そ.の.ような追加投資や
追加努力があったとしても、買入暖簾の価値 を維持するだけの自己創設暖簾の計一.ヒに失敗 し
たような場合」に限 られる。すなわち、そのような場合には、買入暖簾の価値は表面的にも
維捲 きれないため、その価値 は確実に減少していくこととなり、その減価部分が買人暖簾に
係る減損 という形で認識 されるのである。
② 「オーバーペイメン ト」に係る買入暖簾の減損
次に、オーバーペイメン トは、競争入札や買収合戦に起因するものであるため、企業結合
時点において既に判明しているものと思われる。しかしながら、SFAS141の下では、このよ
うなオーバーペ イ.メン トは買入暖簾に含まれて処理されて しまうため、実際には、.企業結.合
後最初の減損テ.ストにて、買人暖簾の減損として認識されるものと思われる。
③ 「取得原価に含まれる直接原価」に係る買入暖簾の減損
取得原価に.含まれ る直接原価は、企業結合に付随して生 じる費用であり、本来費用 として
処理 されるべきものであるが、既に述べたようにSFAffi41の下では費用として処理 されるの
ではな く、直接原価 として取得原価に含まれることとなる。それゆえ、このような費用が買
入暖簾に含.まれて しまうこととなるが、当該費用はもともと暖簾としての価値を有さないも
のであるため、オーバ ーペ.イメン トと同様、企業結合後最初の減損テス トにて、買入暖簾の
減損 として認.識されるものと思われる。
以上、「買.人暖簾本来の構成要素..1を手がかりとして分析した 「買入暖簾に係る減損の構成
要素」をまとめると、以下の図4のとおりに示 される。
【図4】買入暖簾に係る減損の構成要素
一買入暖簾本来の構成要素を手がかりとして一
.墳入暖麟 頼 癖麟 棄:、.. [.. .:.寅雌 簾仁:係:磁撫
L」_.≧_.
被結合企業に存在する既存の暖簾
コア暖簾 減価償却費
企業結合により隼じるシナジー5h果
オ ー バ ー ペ イ メ ン ト
取得原価に含まれる直接原価
減損
一125一.一
買入暖簾に係る減損の構成要素
(3)買入暖簾 に係 る減損 の構 成要素
一測定上の誤差もしくは誤謬に起因 して買入暖簾に含まれる構成要素を手がかりとして一
次に、買入暖簾に係る減損の中にいかなる構成要素が含まれるかに関 して、測定...Fの誤差
もしくは誤謬に起因 して買入暖簾に含まれる構成要素 を手がかりとして検討を行ってい く、
① 「キャピタルゲイン」に係 る買入暖簾の減損
前節において、測定上の誤差もしくは誤謬に起因して買入暖簾に含まれる構成要素 として
1つ目.に挙げられたのは、「キャピタルゲイン」であった。当該構成要素の本質は資産であり、
本来、.一定の例外を除き(37;基本的には減価償却および減損処理の対象とされるべ きもので
ある。 しかし、このような資産が買入暖簾の構成要素として:当該暖簾に含まれて しまってい
る場合 、もしも当該資産に対して個別的に減価償却および減損処理が行われていたとしたな
らば生 じていたであろう減価償却費および減損が個別に認識 されることはない。ただし、そ
の ような資産に係る経済的便益の減少すなわち減価は、当該資産を含む買入暖簾自体の減価
という形で表面化 し、結果として買入暖簾の減損 として認識されることとなる(SFAS142の
下では買入暖簾は非償却とされているため、当該資産の減価が買入暖簾の減価償却費に.含ま
れて認識 されるということはない)。
② 「未認識の資産Jに係る買入暖簾の減損
測定..Eの誤差もしくは=p,=aw.dに起因 して買.入暖簾に.含まれる構成要素として2つ目に挙げら
れたのは、「未認識の資産」であった。当該構成要素の本質は無形資産であり、本.来、..・定の
例外を除 きC1&7減価償却および減損処理の対象とされるべきものである。しか し、このよう
な無形資産が買入暖簾の構成要素として当該暖簾に含まれてしまっている場合、もしも当該
無形資産に対 して個別的に減価償却および減損処理が行われていたとしたら生 じていたであ
ろう減価償却費および減損が個別 に認識 されることはない。ただし、そのような無形資産に
係る経済的便益の減少すなわち減価 は、当該無形資産を.含む買入暖簾自体の減価という形で
表面化 し、結果として買入暖簾の減損 として認識 されることとなる(SFAS142の下では買.入
暖簾は非償却とされているため、当該無形資産の減価が買.入暖簾の減価償却費に含まれて認
識されるということはない)。
なお、買入暖簾の推定公正価値が 「レt一 ティングユニ ットの公正価値tか ら 「認識#sd:
び未認識の純資産」を控除することにより測定 されるというSFAS142の.ドでは、その 「未認
識の純資産」の解釈次第では、「未tiの 無形資産自体」を、買入暖簾の減損として認識 して
しまうという可能性 もある,,つまり、暖簾の推定公正価値は、「レt一ティングユニッ トの公
正idfil」から 「認識くJd.V/MIA識の純資産」 を控除することにより測定 されるわけであるが、
SFAS】42では、この 「未認識の純資産」に関 して、研究開発資産 〔39;が該当するであろうと
述べてはいるものの、その未認識の純資産の範囲について、かならず しも明らかに している
とはいえない。そのため、この 「未認識の純資産」を企業結合時に買入暖簾に.r5まれて認識
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されているような無形資産をも含むものであると解釈 した場合、買入暖簾の推定公正価値の
測定過程において、そのような無形資産が 「レポーティングユニ ットの公正価値」から控除
され ることとなって しまい、結果と して買入暖簾に係 る減損に含まれて費用処理 されてしま
うということになるのである。
【図SJ買入暖簾に係る滅損の構成要素
一.測定上の誤差もしくは誤謬に起.因..し..て買入暖簾に.含.ま.れる構成要.素.を.手がかりとして一
飢 灘 の構麟 素…ll::::三i:;實:x媛簾に傑る鱗揖砂構戎要素
キ ャ ピタル ゲ イ ン(資 産) 減価償却費 減損
未認識の資産(無 形資産) 減価償却費 減損
以上、SFASI41の下での買入暖簾の構成要素を手がかりとして、当該買入暖簾に係る減損
の構成要素に関して検討を行ってきた。その結果、SFAS142の下で測定される買入暖簾に係
る減損の中には、買入暖簾本来の構成要素に起因するもの として、コア暖簾に係る減価償却
費および減損、オーバーペイメン トによる損失、な らびに費用 として処理 されるべ き直接原
価が含まれ、測定上の誤弟もしくはNに 起因するものとして、資産(w:および無形資産 に
係 る減価償却費および減損 といった構成要素が含まれることが判明した。このような構成要
素の中で、暖簾の減損たる性格 を有するものは1.コア暖簾に係 る減損」のみであり、その他
の構成要素は本来、買入暖簾に係 る減損として一括認識 され るべきものではなく、各構成要
素の性格に適合した会計処理が行われる必要がある.
(4)買入暖簾 に係 る減損の構成要素 に関する具体 的検 討
本項では、簡単な設例を用いてSFAS142の下での買.入aに 係る減損に.含まれる構成要素
の概要を具体的な数値 を用いて示す こととする。なお、ここまでは買入暖簾の構成要素 を
「買入暖簾本来の構成要素」と 「測定上の誤差もしくは誤謬に起因 して買人暖簾に含まれる構
成要素」とに峻別 して検討を行ってきたが、本項では、買入暖簾に係 る減損の構成要素の全
てを概観できるよう、特に両者 をlx.R61することなく検討を進めていく。
設例1-1、設例1-2および設例2-1に以下の設例2-2における条件を追加する。なお、A.社
はB社.合併時点において仕訳1一正一1、買入暖簾減損時には仕訳2-1を行っているものとする。
以..ド、仕訳2-1において認識された買入暖簾に係る減損の中にいかなる構成要素が含まれて
いるかについて、全ての設例における諸条件 を前提 として検討 していく。
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搬 例2-2】
(1)経営環境が変化 したことにより、買入暖簾に含まれている有形資産および広告主名簿にはそれぞ
れ減損$10が生 じている。さらに、コア暖簾には減損$20が生じている。
(2)コア暖簾、.有形資産、および広告主名簿の耐用年数および残存価額は当初の見積どおりである。
ここまでの全ての設例 におけ る諸条件 を前提 として、仕 訳2-1における買 入暖簾 に係 る減
損の構成要素 を分 解す ると.次べ 一ジの.図.6のよ.うに示 され る.。...前節 にお.いて確 認 した とお り、
貿入暖簾 に含 まれ る構成要素 と して は、買入暖簾本来の構成 要素 としての コア暖簾$200、買
収aに よる損 失$200、お よび外部 コンサル タン トへ の支払 額$100に加 えて 、有形 資産
$100および広告主 名簿(無 形資産)$100が 挙 げ られ る(詳 しくは仕 訳1-1-2およびf士訳
1-2を参照〉。企業結合後 、これ らの各構成要素 は、買入暖簾 に係 る減損 とい う形で表面化す
ることとなる。
まず 、 コア暖 簾 、有形 資産 、 および広 告主名簿 の耐 用年 数 は当初の 見積 と変 わ らず5年
(均等償却 、残 存価額 ゼロ)で あ るため(設 例 ユー2(注1))、本来 、減価償 却費$80(コ ア暖
f$40、有形資産$20、広告主名簿$20)が 計Fさ れ るべ きで あ る。 しか し、有形 資産 お よ
び広 告主名簿が買人暖 簾に.含まれて認識 されているこ とに加 え、SFASI42の下 では買人暖簾
は非償 却 とされて いるため、 これ ら減価償却費 は各構成 要素 に対す る減価 償却費 と してTu別
に認 識 され ることはな く、f士X12-1にお ける.買入iに 係 る減損 に.含まれて......・括 して認 識 さ
れることとなる、:,
次 に、 コア暖簾 、有形 資産 、お よび広 告主 名簿 にはそれ ぞれ$20(コ ア暖 簾〉 もし くは
$10(有形 資産お よび広告主 名簿)と い う滅損 が生 じてい るが、 これ らの減 損 もまた買入暖
簾の減損 に.r5まれて一括 して認識 され ることとなる。
また、買収.合戦に よる損.失$20⑪に関 してであるが、 これ は既 にB社 合併時点において判明
していた もので ある.(設f列.1-1(6)).その ため、企業結合後 、最 初 に行 われ る買入暖簾 に対
す る減損 テ.ストにおいて 、当該暖簾の減損 と して'uauされ るのが通常 で あると考 え られ る。
結 果 と して本 設例で は、買収合戦 によ る損 失w240が買入暖簾 の減損 に含 まれて認識 されて
い る。
さらに 、外 部 コンサル タン トへの支払 いであ るが、 これ も買収.合戦 によ る損失 と同様 、企
業結合後最初 に行 われる買人暖簾 に対す る減損 テ.ストにお いて、当該暖簾の減損 として認識
され るの が通常で あ ると考 えられ る(設 例1-1(5>)。結果 と して本設例 で は、外部 コンサル
タン トへの支払額$100が買入暖簾 の減損 に含 まれて認識 されてい る。
なお、以上の構成要素の 中で、実質的に暖簾の減損 とよべ る もの は 「コア暖簾 に係 る減損」
$20のみで ある,,
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【図6】買入暖簾に係る減損の構成要素に関する具体的検討 (単位$)
?
?
?
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買入暖簾
本来の
構成要素
コア暖簾 260 40(減価償却費)(注2) 20(減損) 60
買収合戦による損失 200.20G(損失) 200
外 部 コ ンサ ル タ ン ト
へ の支 払
100 100(費用) 100
測定上の誤
差,rによる
構成要素
有形資産 一ioo20(減価償却費).. 10.(減損).. ao
広告主名簿(注1) ioo20(減価償却費)(注2) io(減損) 30
420
(注1)当該広告主名簿自体が、買入暖簾の減損に含まれて処理されてしまう場合もある@V。
(注2)A社は、コア暖簾および広告主名簿を維持するための努力をしていないため、当該各資産は時の経
過に伴い減価する。
4。 お わ り に
本稿は、買入暖簾に係る減損の構成要.素を明らかにすることを主たる目的としていた。米国
における現行基準SFAS142の下で認識 される 「買入暖.簾に係る減損」の中にはさまざまな構成
要素が含まれる.可能性がある。本稿では、その最大の要因をSFASユ41の下で認識 される 「買入
暖簾」自体の中に本質的に暖簾 とはいえないような構成要索が含まれているところにあると考
え、まず第2節において、SFAS141の...ドで認0さ れる買人暖簾についての検討を行った。その
過程において、「買入暖簾本来の構成要素」に加えて 「測定..t:の誤差 もしくは誤.謬に起因して
買入暖簾に含まれる構成要素」の存在も指摘 し、買入暖簾に含まれる.nl能性のあるできるだけ
全ての構成要.素を洗い出す ことを試みた。結果として、買入暖簾の構成要素の中で、本質的な
暖簾たる性格 を有するものは 「コア暖簾」のみであるということが.確認された。
次に、第2節における検討を踏まえ、第3節において、SFAS142の下で認識 される買入暖簾
に係る減損についての検討を行い、当該減損の中に.含まれる可能性のある複数の構成要素を明
らかにした。それらの構成要素の中で、本質的に暖簾の減損といえるものは 「コア暖簾に係る
減損」のみであり、それ以外の構成要素は.本来、買入暖簾に係る減損として認識されるべきも
のではなく、各構成要素の会計学的性格に適合 した会計処理が行われることが望まれる。
以上のように、本稿では買入暖.簾に係る減損の構成要素について検討を行い、暖簾の減損
といえるものが 「コア暖簾に係 る減損」のみであるという結論に至 ったわけであるが、当該
「コア暖簾に係 る減損」の本質がいかなるものであるのかという点について、検討を行うには
至らなかった。このような減損の本質について論 じるためには、減価償却との関係も含めて、
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利益計算の観点から検討することが不可欠であり、今後の検討課題にしたいと考えてい る。
このような問題に加え、暖簾に関 してはその性質...ヒ、例 えば、無形資産、有形資産もしく
は負債 との関係、および負の暖簾や自己創設暖簾に関する問題底ど、複雑に絡み合う多数の
諸問題が存在している。また、本稿では暖簾の本質 を超過収益力とみる考え方に立脚 して検
討を進めてきたわけであるが、実際には、暖簾 と超過収益力との関係はそれほど単純 なもの
ではない。通説的見解では、暖簾は超過収益力であるとされているが、そもそも超過収益力
自体 をどのように定義すべ.きかという点.に.づ.い.では諸学.説において見解の相違がみ られる.。.
また、すべての超過収益力が暖簾に帰属するわけではなく、その関係は複雑である。これら
の問題についても今後の検討課題 としたい。
【注】
(it暖簾という用語は、自己創設暖簾、買入暖簾、負の暖簾、コア暖簾、純粋暖簾、客観暖簾 もしく
は主観暖簾などさまざまな種類の暖簾概念を包含する用語であるが、本稿においては、説明..と,
以 卜σ)図のように当該用語を購いることとする。つ まり、「暖簾」は 「買入暖簾」および 「.自己創
設暖簾」の双方を含む場.合に用いる。ただし.1..買入暖簾」のうち 「測定.上の誤差もしくは誤謬と
しての構成要素」は当該暖簾概念には含まれない.さ らに、「買入暖簾本来の構成要fiの うち
「..コア暖簾以外の構成要素」は当該暖簾概念には.含まれない。各用請の定義付けは、本稿内におい
て随時行っていく、,
なお、暖簾も無形資産の一.部であるが、本稿では説明上、暖簾以外の無形資産を無形資産 とよぶ
ことにする。
國:
買人暖簾
自己創設暖簾
→
1測定士の謝 しく醗 としての構,糠
「 買入縢 本勅 鰍 獄
→
↓
↓
コア暖簾以外の構成要素
コア暖 簾
(2)原 文で は 、 「acquiredeoiiLy」と い う用 語 が 用 い られ て い るた め 、 本 来 は 「取 得 企 業 」 と い う訳 が
正 確 で あ る と思 わ れ る が 、本 稿 で は説 明 ヒ、 結 合 企 業(こ れ に 対 して 被 結 合 企 業)と い う訳 を用
い る こ と に した 。 企 業 結 合 の 会 計 処 理 と して 、持.分プ ー リ ン グ法 と パ ー チ ェ ス法 の 両 方 法 が 認 め
られ て い る場 合 、 買 入 暖 簾 の 定 義 に お い て 結 合 企 業 とい う訳 を川 い る こ と は適 当 で は ない 、 しか
し 、米 国 基 準 に お い て は 、企 業 結 合 の 会 計 処 理 と して パ ー チ ェ ス法 の み が 規 定 され て い る た め 、
n企 業 と い う訳 を用 い て も差 し支 え な い と思 わ れ る 。 な お 、 法 的1,`.1からみ る と、 企4
(businesscombiua60n)とは 、買 収 と.合Sfとい う2形 態 に 分 類 され る もの で あ るが 、 当 該 買 入 暖 簾
の定 義 は その 両 者 を含 む もの で あ る。
(3)FinancialAccountingStandardsBoard,StatementofFinancialAccountingStandardsNo.14/,
BusinessC｢m61n｢tians(FAS.6,2001a),parxKraph43.なお 、 本 稿 で は,n本 公 認会 計.士協 会n委
員 会 が 公 表 して い る 日本 語 訳 を.部 参 考 に して い る(以 下 同 じ)、当 該 記 述 は 、SFAS141にお け る
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記 述 に 若 干 の修.正を加 え た も の で あ る.た だ し、 これ は 、 買 人 暖 簾 の 定 義 と い うよ りは む しろ 測
定 に 関 す る記 述 で あ るが 、本 稿 の 目的 の1つ は 買 人 暖 簾 臼体 の 構 成 要 素 を明 らか に す る こ と で あ る
た め 、 あ えて 買入 暖 簾 の 定 義 を して い な い 。
(4)76id.,paragraphB102.なお 、SFA514fによれ ば 、 「結 合 企 業 がX払 う対価 自体 の過 大評 価.」も 買
入 暖 簾 に含 まれ る 誤 謬 と して あ げ られ て い る 。 これ は 、例 え ば 株 式 を対 価 と す る 企 業 結 合 が 行 わ
れ 、 そ の 株式 に 過 大 な価 額 が 付 され た よ うな場 合 に 生 じ る もの で あ る との 説 明 が な され て い る が 、
実 際 に 結 合 企 業 が株 式 の 発 行 価 額 を決 定 す る時 点 に お い て は 、 結.,企業 が決 定 した被 結 合 企業 の
.企業 価 値
に.見合 うだ けの 価 額 が 付 さ.れ.る.は.ずで.あ.るた め1「 対 価 自体.を過 大 評 価 す る」 と い う状 況
は ほ と ん ど な いで あ ろ う と考 え、 木 稿 で は と りあ げ な い こ と と した 。
(5>「goingconcernelement..1に対 して は 、 「ゴ ー イ ン グ コ ンサ ー ン要素 」 も し くは1..継続 企 業 要 素 」
と い う訳 がmい られ る こ とが 多い 。 しか し、本 稿 で は 、 そ の 本 質 を よ り分 か りや す くす る た め に 、
「被 結 合 企 業 に存 在 す る既 存 の 暖 簾 」 と訳 して い る。
(6)他 に 、 この よ うな 高 い 収 益 力 に 貢 献 す る もの と して は 、 「認 識 基 準 を満 た さな い無 形 資産 」 や 「無
形 資 産 と して の 定 義 す ら満 た さな い 無形 の 資 源 」 も存 在 す る。
(7)FinancialAwouutingStandardsBoard,StatementofFinancialAwoanfingStandardsNo.141,
BusinessCom6anatioas(FASB,2001a),paragraphB105.
(8)lbid.,paragraphB105.
(9)反 対 に 、 投 売 りに よ り ア ン ダ ーペ イメ ン が 生 じる場 合 も あ り、 そ の よ う な ア ン ダー ペ イ メ ン トも
買 人 暖 簾 に影 響 を及 ぼ す 。
(10)NinancialAccountingStandardsBoard,StatementofFinancialAccountingStandardsNo./4L.
BusinessCombenations(FASB,'LOOIa),paragraphB102,
(11)76id.,Paragraphs24andA8.
(12)F正賎ancialAccountingStandardsLioard,StatementofFinancialAccou1rtingStandardsNo,14L
BusinessCoonbdv｢ations(FASR,100/a),paragraphB103,通常.キ ャ ピ タル ゲ イ ン とい う用 語 は 、
有 価 証 券 の 評 価 益 に 対 して 使 わ れ る こ と が 多 い が 、 本 稿 で は有 価 証 券 に限 定 して 用 い て い る わ け
で は ない 。
(1'3)なお 、 「被 結 合 企 業 の 純資 産 の 公 正 価 値 が そ の 簿 価 を 超 過 す る 」原 因 と して は 、 「資産 の 公 正 価 値
が そ の 簿 価 を超 過 して い る場 合 一 の み な らず 、 「負 債 の 公 正 価 値 が その 簿 価 を.ドiiってい る よ う な
場 合.1も想定 され る 。 しか し、 本 槁 の 目 的 は 、 暖 簾 の 滅 損 の 本 質 を明 らか に す る こ とで あ り、 議
論 を単 純 化 す るた め 、特 に 資 産 の 公 正 価 値 が その 簿 価 を超 過 して い る場 合 の み を 想 定 して 議 論 を
進 め て い く こ とに す る 。
(14)FinancialAccountingStandardsBoard,StatementofFinancialAccounfingStandardsNo_141,
BusinessComben｢tloms(FASB,2001a},paragraphB103.
(15)16ed.,llaragraphB39.
(16)その よ うな 無形 資産 の例 と して は、lbid.,paragraUhA14が詳 しい。
(17)なお 、1.結合Hに お い て被 結 合 企 業 で は 認識 され て い な か っ た その 他 の 純 資産 の 公 正 価 値 」 に 影 響
を 及 ぼ す もの と して は 、 未認 識 の 無 形 資 産 の み な らず 、 未認 識 の 負 債 も考 え られ る.
(18)無形 資 産 の定 義 を満 た して い る に もか か わ らず 、 契 約 ・法 的権 利 基 準 も しく は 分 離 可能 性 基 準 を
iiiたさ な い た め に 、買 入 暖 簾 に 含 まれ て し ま う無 形 資 産 も 存在 す るが,そ の よ うな 無 形 資産 は 買
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入暖 簾 の構 成 要 素 と い うよ りは む し ろ、超 過収 益 力 た る暖 簾 の 「源 泉」 の1つ とな る もの で あ る と
考 え られ る。 そ の た め 、 本 稿 で は 買 人 暖 簾 を構 成 す る未 認 識 の 無 形 資 産 と して は あ く まで も誤 謬
と して存 在 す る もの の み を挙 げて い る 、,
(19)FinancialAccountingStandardsBoard,StatementofFinancialAccountingStandardsNo.141,
BusdnessCombittations(FASB,200/a),paragraphBiG5.
(20)暖簾 の 本 質 に 関 す る議 論 は古 くか ら行 わ れ て きて お り、 この よ うな 議 論 に関 して は 、武 出(1982)
313-355貞、梅 原(2000)9-25頁 、清 水(2003)が詳 しい 。 暖 簾 の 本 質 に 関 して は さま ざ ま な
見 解 がtif+.する が 、暖 簾 を 超 過 収 益 力 づ ま り超 過 利 益.を生.み山 す 源 泉 で あ る と み る 見 解 が 近 年 に
お け る通 説 的 見 解 と な っ て い る。 本 稿 で は 、 当該 通 説 的 見解 の 考 え 方 に 立 脚 して議 論 を 進 め て い
く こ と にす る。 た だ し、超 過 利 益 す べ て が 暖 簾 に 起 因 す る と は か な らず し も い え な い た め 、 暖簾
と超 過 利 益 との 関 係 に関 す る検 討 を行 う必 要 が あ る と思 わ れ る.ま た 、超 過 利 益 自体 の 定 義 に つ
い て ば さ ま ざ ま な 見 解 が 存 在 す る た め 、超 過利 益 の 定 義 自体 に つ い て も検 討 す る必 要 が あ る と思
わ れ るが 、 本 稿 は 買 入 暖 簾 に 係 る減 損 の 構 成 要 素 に つ いて の 検 討 を行 う もの で あ る た め 、.超過利
益 に係 る問 題 につ いて は 、今 後 別 稿 にて 検 討 を行 う こ と と した い 。
(21)No.141,Ibid.,paragraphBLOS.
(22)Ibid.,paragraphffiO5.
(23)一方 、結 合 企 業 に よ るア ン ダ ー ペ イ メ ン トと は 、 投 売 りに よ り生 じ る も の で あ り、 その 本 質 は利
得 で あ る。
(24)「時 価 」、 「.公正 価 値 一…とい う 用 語 に:対す る定 義 付 け は 、 論 者 に よ っ て さま ざ まで あ る が 、 本 稿 で
は 、 当該/lm語 を同 義 と して 用 い て い る。
(25)本.来、暖 簾 も資 産 で あ る が 、 こ こで は暖 簾 以 外 の資 産 と い う意 味 で 当 該 用 語 を 用 い て い る 。 なお 、
暖 簾 の 資産 性 に関 して は 、FinancialAccounsngStandardsBoardStatementofNiuancialAccouuh
ingStandardsN⑪,141,Bus｢nessCo班尻%σがoηs(FASB,2001.a),paragraphsRt67-B146が詳 しい 。
(26)Ibid.,paragraphB102.
(27)Ibid.,paragraphs39andAL4.
(28)SFAS747公表 後 、 暖簾 か ら分 離 して無 形 資産 と して 認 識 され た項 目の 事 例 と して は 、AOLに お け
るmueiccataloguesandcopyrights.」、 「customerfists、「cabletelevisionfranchises」、 「brands,
trademarks」が 挙 げ られ る(AOLannualreport200z,F-82)。
(29)最近の 無 形 資 産 の 測 定 等 に 関 して は 、知 的 財 産 総 合 研 究 所[.編1・広 瀬 義 州 他[著](2003)および
広 瀬 義 州 ・桜 井 久 勝(2003)が詳 しい 。
(30)広告主 名 簿 を無 形 資 産 と して 貸 借 対 照 表 に計 上 した 事例 と して は 、 ソ フ トバ ン ク が挙 げ られ る。
(31)FinancialAccountingStandardsBoard,StatementofFinancialAccountingStandardsNo.142,
Goodwill｢ndOtherlnt｢rgableAssets(resa,aooie)paragraphs/9and'LO.なお 、 買入 暖 簾 の減 損
は 、厳 密 に は2段 階 の 減 損 テ ス トを経 て認 識 され る こ と とな る。 現 行 基 準 に お け る買 入 暖 簾 に係 る
減 損 の 手法 につ い て は 、 そ の 歴 史的 変遷 とあ わ せ て 別稿 に て 詳細 な検 討 を加 えて い る。
(32)認識 お よび未 認 識 の純 資産(買 入 暖簾 をの ぞ く)と は、 認識 お よび 未認 識 の 資産 か ら、認 識 お よび 未
認識 の 負 債 を控 除 した純 資産 の こ とを意 昧 して い る。SFAS142では 、 未 認識 の 資産 に 関 して 、研 究 開
発 資産 が 該 当す るで あ ろ うと述 べ て はい る もの の 、未 認識 の 資産 お よ び負 債 の 範 囲 につ い て 、 か な ら
ず しも明 らか に して い る と はい えず 、 この 点 につ いて は 今後 検 討 して い く必 要 が あ る と思 わ れ る.
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ず しも明らかにしているとはいえず、この点については.今後検討していく必要があると思われる。
(33)FinancialAccountngStandardsBoard,StatementofFinancialAccountingStandardsHo.142,
Goodw｢ldarodOtherlnt｢ngableAssets(FASB,2001b),paragraph2?andfootnote14.
(34)76id.,paragraph30.
(35)SFAS142において買人暖簾の非償却が採用されたその他の理由としては、「Pは 耐用年数を明確
に決定することができず、耐用年数 と暖簾の費消のパターンを見積 もることは困難であり、適.切
な減損処理のルールが規定 されれば、暖簾の.会計処理 として、償却を行うよりは、減損処理によ
づでより有用な情報が提供.できる」とい うごと.が挙げられTipる」.しかし、SFAS142において規
定 されている減損処理の方法が、はたして買人暖簾の非償却を正当化するほど厳格かつ適切なも
のであるかどうかに関 しては疑問が残 る。
(36)買入暖簾の非償却が実質的に自己創設暖簾の計上につながるという点に関しては、SFAS142にお
いても認められている。自己創設暖簾をめぐる議論の中で、自己創設暖簾自体の計上を支持する
考え方 もある。しかし、自己創設暖簾と買入暖簾 とは、企業内部で創出されたものであるか、企
業外部から取得 されたものであるかという点において、その客観性には大 きな違いがあり、財務
諸表利用者に対して有用な情報を提供するためには、それらを混raすることなく、明確に区別す
る必要があると思われる。このような、自己創設暖簾と買入暖簾とを明確に区別すべきという観
点から、本稿では、自己創設暖簾計Lを 支持するか否かに関 らず、買入暖簾は償却されるべ きで
あるという立場をとっている。
(37)例えば、当該構成要素の中には、非償却の資産が含まれる可能性もある.非 償却の資産 としては、
t地などが挙げられる。また、資産の中に棚卸資産など流動資産が含まれる場合 も想定 される.
(38>例えば、当該構成要素の中には、非償却の無形資産がP5まれる場合も想定される。
(39>SFAS142は、もともと研究開発資産を企業結合時に費用として処理するよう規定 している。その
ため、減損テスト時において研究開発資産を未認識の資産としてレポーティングユニ ットの公正
価値か ら控除することにより、当該研究開発資産自体が買入暖簾に係 る減損に含まれてしまうと
いうことはない。しか し、より根本的な問題として、このような研究開.発資産が企業結.合時にお
いて資産 として認識されず、費朋処理 されるべ きものであるかどうかとい う問題があり、このよ
うな問題については今後検討する必要がある。
(40)ここでいう資産 とは、キャピタルゲインとしての資産というA:で あるため、無形資産 と分けて
説明をしている。
(41i買入暖簾の椎定公正価値が、「レポーティングユニットの公正価値」から 「認識および未認識の純資産」
を控除することにより測定されるという現行基準の下では、その 「未認識の純資産」の解釈次第では、
「未認識の無形資産自体」が、買入暖簾に係る減損として認識されてしまうという.可能性もある。この
ような場合に関して、本設例の数値を屠いて具体的に考えてみることにする。本設例において、「未認
識の無形資産」に相当するのは広告主名簿$IOOである。なお、議論を単純化するため、買入暖簾に
含まれるコア暖簾以外の構成要素は当該広告主名簿のみであると想定する。まず、当該広告主名簿が,
買入暖簾の推定公正価値測定び)過程において 「レポーティングユニットの公正価値一;から控除される
「未認識の純資産」に該当しないと解釈される場合について考える、,このような場合、買人暖簾の推定
公正価値は、仕訳㍗1の③において示したとおり、以下の算式1-1により測定 されることとなる。
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i算式レ 耳rRUの公丘髄薩$脚 三一「奮形資寵(公正価値)$2⑪鐸卜 「無形資産(公正緬値)$2G◎」
置「買λ暖簾の推定公正儀値$'LF1(i
この買入暖簾の樵定公正価値にもとづ き、買入暖簾の減損は、仕訳2-1の④において示 したとお
り、以下の算式1-2により測定 される。
i算式1-2】「買入暖簾の輻簿価額$7{}O野「買入緩譲¢)推定公鶏纐値$28創=「買入暖簾の減損
$420」
次に,当 該広告主名簿が、買人暖簾の推定公正価f直測定の過程において 「レポーティングユニッ
トの公正藺値」から控除 される 沫 認識の純資産」に該当すると解釈 される場合について考える。
この場AR買 入暖簾の推定公正価値は以下の算式2-1により測定されることとなる。
等磁 騒 驚 轟 灘 欝)$鯛一「騰(晒 脚i
この買入暖簾の推定公正価値にもとづき、買入暖簾の減損は、以下の算式2-2により測定される。
c算式2-2】r買入暖簾の鰻簿価額$70劔一「買入暖簾の推定公正俄値$180」器「賓入暖簾の減損
iEslO」
算式1-1および算$,2…]を比較すると、算式1-1により測定された買人暖簾の推定公正価値の中に
は広告主名簿が含まれているのに対 して、算式z一,により測定 された買入暖簾の椎定公正価値の
中には広告主名簿はi5まれていないことが分かる。
.一方、算式1-2および算式2-2を比較すると、算式1-2により測定 された買人暖簾の減損の中には広
告セ名簿が含まれていないのに対して、算式2-2により測定された買入暖簾の減損の中には広告主名
簿が含まれているため、算式2-2により測定された買入暖簾の減損は算式 正一2により測定された買入
暖簾の減損と比較し、広告主名簿$脚 の額だけその減損額が過大となっていることが分かる。
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